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ERM推進

2023年度末2020年度末

中期経営計画期間

グループ自己資本

劣後特約付債務

諸準備金等

基金・基金償却積立金等

7.9兆円 9.0兆円

基金 基金

基金償却積立金

償却と同時に同額を
基金償却積立金として積み立て

基金拠出者へ償却自己資本

募集時 償却時

■ 自己資本の推移・着実な強化について

■ 基金について

■ 劣後債務について

当社は、貸借対照表の純資産の部に計上されている
基金・基金償却積立金＊1や財務基盤積立金＊2等に、負債
の部に計上されている危険準備金・価格変動準備金等
および劣後特約付債務（劣後債務）をあわせた額を自
己資本として位置付けています。

これまで、毎期のフロー収益からの諸準備金等の積
み立てや、相互会社の中核資本である基金の募集を通
じた基金・基金償却積立金等の着実な強化に努めると
ともに、2012年度から劣後債務による調達を実施し、
調達手段の多様化に取り組んできました。

中期経営計画では、グループ自己資本について
「2023年度末9.0兆円」を目標とし、引き続き強化を
図っていく方針です。

基金とは、保険業法により相互会社に認め
られている資本調達手段で、株式会社の資
本金にあたります。募集時に利息の支払い
や償却期日が定められるなど、借 入 金に類
似した形 態をとりますが 、破 産などが 発 生 
した場合の元利金返済が、他の一般債権者に対
する債務の返済やお客様への保険金のお支払
いなどよりも後順位となります。また、償却時に
は、償却する基金と同額の基金償却積立金を内
部留保として積み立てることが義務付けられて
いるため、同額の自己資本が確保されます。

劣後債務とは、破産などが発生した場合の元利金 
返済が、他の一般債権者に対する債務の返済やお客様
への保険金のお支払いなどよりも後順位となる旨の
劣後特約が付された債務です。

従って、債務ではありますが、自己資本に近い性格を
有していることから、一定の範囲でソルベンシー・マー
ジン総額への算入が認められています。

＊1 株式会社である連結対象会社では資本金等
＊2  大規模災害や感染症等に伴う支払いの増加、市場の急変動、新たな事業

投資に伴うリスク等、さまざまなリスクの拡がりに備えることを目的とする
任意積立金

●世界トップクラスの健全性の確保
●さらなる成長投資による契約者利益の向上
●機関投資家としての社会的役割の発揮

自己資本強化の目的

ERM経営 自己資本の強化

リスク・リターン・資本の関係

中期リスク選好

内外の事業環境を踏まえた
中期的なリスク選好

経営計画の策定・実行

中期リスク選好に基づき
具体戦略を策定

下記を実現するための
リスクに対する基本的な方針

リスク選好の基本方針

「多様な商品やサービスの提供」
「配当の安定・充実」
「長期保障責任の全う」

リスク対比での
リターン向上

リスク・リターン
資本に対する
リターン拡大

資本効率
リターン

リスク 資本

リスクを上回る
十分な資本の確保

健全性

■ ERMとは

■ ERMをベースとした経営戦略の策定

当 社 グ ル ー プ では 、E R M（ エンター プライズ・ 
リスク・マネジメント）をベースとした経営戦略の策定
を行っています。ERMとは、経営目標を達成するため 
に、会社を取り巻くリスクを網羅的・体系的に捉え、 

それらを統合的かつ戦略的に管理・コントロールする
ことで、収益の長期安定的な向上や財務の健全性の
確保に結び付けようとする枠組みのことです（統合的 
リスク管理についてはP111参照）。

当社では、経営体力としての資本をどの程度備え、
どのようにリスクを取ってリターンを上げるかの方向性
を表すリスク選好を定めています。

リスクに対する基本的な方針のもと、歴史的な低金利 
環境や中長期的な人口動態の変化など、生命保険会社 
を取り巻く環境を踏まえた中期リスク選好を定め、 
これらのリスク選好に基づいた具体戦略を経営計画と
して策定しています。

具体的には、①多様化するお客様のニーズに即した
保険商品の供給と、適切なプライシングによる収益性
確保の両立、②資産運用リスクをコントロールしつつ 

中長期的な運用利回りの向上、③資本を活用した事業 
投資などによるグループ収益の確保、④外部調達を 
含めた自己資本の着実な積み立て、を中期リスク選好の
柱としており、これらに基づいた計画の実行を通じて、
資本効率の向上と健全性確保の両立を目指しています。

なお、資本効率や健全性については、経済価値ベース
の考え方も取り入れながら、総合的に経営判断をする
こととしています。

こうしたERMの取り組みを通じて、多様な商品や 
サービスを提供し、ご契約者への配当の安定・充実を実現
しつつ、長期の保障責任の全うに努めてまいります。

資本戦略
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生命保険の保険料は、予定利率・予定死亡率等の予定率に基づき計算されますが、生命保険契約は長期にわたるご契約で
あり、経済環境の変化や経営の効率化等によって、実際の運用利回り・死亡率等は予定したとおりになるとは限りません。 
生命保険は大きくわけると、配当金の分配がある有配当保険と、配当金の分配がない無配当保険に分類されます。 
有配当保険については、予定と実際との差によって剰余金が生じた場合に、ご契約内容に応じてご契約者（有配当保険
のご契約者）に社員配当金が分配されます。このように、社員配当には、予定率に基づいて計算された保険料の事後精算 
としての性格があります。

当社は、ご契約者（有配当保険のご契約者）一人ひとりが会社の構成員（社員）となる相互会社形態を採用しており、自己 
資本を積み立てたうえで、剰余金の大半をご契約者への社員配当としています。

◦  配当の仕組みのイメージ
右の図は、予定利率に基づく配当を例に
した配当の仕組みのイメージ図です。保
険料は、あらかじめ予定利率による運用
収益を割り引いて計算していますが、
ケース1のように実際の運用益が見込ま
れた運用益を下回った場合でも、予定し
た金額を当社が保証しています。

個々のお客様の配当については、毎年お届けする「ご契約内容のお知らせ」（P50参照）をご覧ください。

相互会社における社員配当

当社は、長期的な視点からご契約者利益を最大化 
すべく、保険金・給付金等の確実なお支払いに努めると
ともに、ご契約者への毎年の配当も安定的にお支払い
したいと考えています。

2021年度決算では、国民死亡率の継続的な改善を

踏まえ、「みらいのカタチ」の死亡保障系の商品を中心
に危険差益配当を増配としました。また、利差益配当に
ついては、運用収支の利回りは改善したものの、今後も
低金利の長期化など、厳しい運用環境が継続する見通
しであることから据え置きとしました。

「お客様配当性向」は「修正当期純剰余」に対する「配当準備金繰
入額等」（＝「配当準備金繰入額」＋「配当平衡積立金の積立額（取
崩の場合は取崩額を控除）」）の割合です。
「修正当期純剰余」は、法令等も踏まえたうえで実質的に処分 

可能な剰余であり、当期純剰余に危険準備金等の法定繰入額 
超過分等を加算して算出しています。

■ お客様配当性向 【2021年度】

見込まれる
運用益

（予定利率部分）

実際に
お払込み
いただく
保険料

当社が
保証

ケース① ケース②
運用実績が
予定利率を
上回る場合

運用実績が
予定利率を
下回る場合

実
際
の
運
用
益

配
当
金
に
充
て
ら
れ
る
部
分将

来
の
保
険
金
等
の

お
支
払
い
に
必
要
な
金
額

54%
配当準備金繰入額等

修正当期純剰余

● 2021年度

ご契約者配当

2021年度決算に基づく2022年度ご契約者配当の概要

生命保険の
仕組み

生命保険は「相互扶助」

生命保険は、大勢の人が少しずつお金を出し合って大きな共有の準備財産をつくり、仲間に 
万が一のことがあったときは、その中からまとまったお金を出して経済的に助け合うという 

「相互扶助」の仕組みです。つまり、「一人は万人のために、万人は一人のために」という相互扶助 
こそが、生命保険の理念なのです。

現代の生活は、さまざまなリスクがあります。病気やケガ、死亡など、いつ誰の身に起こるか分かり
ません。こうした生活のさまざまなリスクが現実となった場合、入院費や治療費、家族の生活費や 
子どもの養育費など、まとまったお金が必要となることがあります。

いつ現実のものとなるか分からない生活のさまざまなリスクに対し、まとまったお金を備えて 
おくのが生命保険です。

また、生命保険を、家族のため、自分のために、将来必要なお金を準備する手段として活用する
こともできます。

このように、生命保険は、相互扶助の理念にのっとった仕組みであり、生命保険事業は生活を 
支えるという公共性の高い事業です。

保険契約者

全員が公平に保険料を負担

保険金・給付金の
受取人生命保険会社

支払い事由に該当した人に
保険金・給付金をお支払い

剰余金が生じた場合に配当金を分配
（有配当保険のみ）

保険料

配当金

保険金・
給付金

生命保険の仕組み
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